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第 15 章 諸通知等 

 

15.1 諸通知 

（1）鳥取県急傾斜地崩壊対策事業の事業要望の取扱いについて（R1.12.2） 
 

令和元年 12 月 2 日付第 201900226194 号  

各地方機関宛て治山砂防課長通知 

 

鳥取県急傾斜地崩壊対策事業の事業要望の取扱いについて（通知） 

 

急傾斜地崩壊対策事業は、がけ崩れから地域住民の生命を保護するために実施しているもの

ですが、本来、土地の保全については土地の所有者、管理者、被害を受けるおそれのある者が

行うこととなっています。これらの者が施行することが困難又は不適当な場合に県が代わって

対策工事を実施していますが、近年、事業着手後の事業反対や相続困難等により、事業調整に

多大な労力を要しています。  

このたび、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年 7 月 1 日法律第 57

号）の趣旨に鑑みて、地元住民の協力を得て事業を進めることが重要であることから、別添の

とおり事業要望の取扱いを定めましたので、通知します。 

 

（別添） 

鳥取県急傾斜地崩壊対策事業の事業要望の取扱い 

第１ 適用 

この取扱いは、急傾斜地の崩壊による災害から地域住民の生命と財産を保護するため、鳥取

県が施行する急傾斜地崩壊対策事業の実施要望の手続きについて定めるものとする。 

 

第２ 定義 

この取扱いにおいて「急傾斜地崩壊対策事業」とは、鳥取県が施行する擁壁、法面対策、排

水施設等の急傾斜地崩壊防止施設を設置する事業その他急傾斜地の崩壊を防止するため必要な

調査、測量、工事等に係る次の事業（以下「事業」という。）をいう。 

（１）急傾斜地崩壊対策事業 

（２）単県急傾斜地崩壊対策事業 

 

第３ 事業実施予定箇所の報告 

市町村は、事業の実施について県に要望する場合は、予め現地調査を実施し、具体的な事業

内容、事業の必要性、事業予定範囲を確認した上で、各県土整備事務所・県土整備局（以下

「事務所等」という。）に事業実施予定報告書（様式 1）を提出しなければならない。 
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第４ 調査・事業採択要件の確認 

事務所等は、前項の実施予定報告書が提出されたときは、その内容を審査し、現地調査（必

要に応じて要望地区住民、市町村職員が同席）し、具体的な事業内容、事業実施の必要性、事

業採択要件の適否を確認し、事業事前確認結果通知書（様式 2）により市町村へ通知する。 

 

第５ 住民説明会の実施 

市町村は、前項の規定による結果通知書を参考に事業実施が適当と判断した場合には、事務

所等と連携して実施要望地区において事業要望前説明会を開催するものとする。 

 

第６ 要望地区からの事業要望 

要望地区代表者は、事業の趣旨を了解した上で、事業を要望する場合には、事業関係者の同

意書（様式 4）を添付の上、市町村へ事業実施要望書（様式 3）を提出する。 

 

第７ 県への事業実施要望 

市町村は、事業実施が適当と判断した場合には、前項の規定による事業実施要望書及び同意

書を添付の上、毎年度 8 月末日までに事務所等へ事業実施要望を行う。 

 

第８ 事務所等からの予算要求 

事務所等は、市町村から前項の規定による事業実施要望書及び同意書を添付した要望があっ

たときには、優先度、事業実施中の他地区の進捗状況等を総合的に判断し事業化が妥当と判断

した場合には、様式 1 から様式 4、市町村からの事業実施要望書を添付の上、次年度以降の新

規箇所として予算要求を行う。 

 

第９ その他留意事項 

新規箇所の事業実施においては、県全体の総事業量、優先順位等を考慮して決定することか

ら、事業実施要望箇所の全てについて新規事業化することを確定するものではない。 

 

附 則 

この取扱いは、令和元年 12 月 2 日から施行し、令和 2 年度の市町村要望（令和 3 年度以

降新規箇所要望（県未事業化箇所））から適用する。 

通知時点で既に事業化している箇所には適用しない。 
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（様式１） 
（ 番   号 ）  

  年   月   日  
 
 

職 氏 名 様 
 
 

市町村長 
氏 名       印 

 
 

急傾斜地崩壊対策事業実施予定報告書 
 

急傾斜地崩壊対策事業を下記のとおり〇〇年度以降新規着手箇所として要望したい

ので、鳥取県急傾斜地崩壊対策事業の事業要望の取扱い（令和〇年〇月〇日付第〇〇号

鳥取県県土整備部治山砂防課長通知。）第３の規定により、関係書類を添えて提出しま

すので、現地調査等の事前確認をお願いします。 
 

記 
 

事業名（補助又は単県）  

箇所名  

箇所番号  

所在地  

事
業
の
必
要
性 

保全人家戸数 有 ・ 無 （     戸） 

重要な公共施設 有 ・ 無 （名称：             ） 

地域防災計画上の避難所 有 ・ 無 （名称：             ） 

要配慮者利用施設 有 ・ 無 （名称：             ） 

その他  

土砂災害被災履歴 〇年〇月〇日 〇〇災害 
〇添付書類：土砂災害防止法に基づく公示図書、事業実施予定範囲図（ゼンリン等に範

囲を示したもの）、地域防災計画の該当部分の写し、現地写真（全景、斜

面状況、山裾状況、保全対象、被災状況） 
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（様式２） 
（ 番   号 ）  

  年   月   日  
 

市町村長 
氏 名 様 

 
 

 職 
氏 名       印 

 
 

急傾斜地崩壊対策事業事前確認結果について（通知） 
 
 

令和〇年〇月〇日第〇〇号により報告のあったこのことについて、現地調査を行った

ので下記のとおり事前確認結果を通知します。 
 

記 
 
事業名（補助又は単県）  

箇所名  

箇所番号  

所在地  

採
択
要
件 

保全人家戸数 有 ・ 無 （     戸） 

重要な公共施設 有 ・ 無 （名称：             ） 

地域防災計画上の避難所 有 ・ 無 （名称：             ） 

要配慮者利用施設 有 ・ 無 （名称：             ） 

その他  

諸
条
件 

保安林 有 ・ 無 

官地 有 ・ 無 

受益者負担金割合（予定）        ％（一般・公共） 
（大規模・改築・災関・その他） 

概算事業費（見込み）        千円 

事業実施の可否 
可 ・ 不可 

（不可の理由又はその他事業の提案） 
 

※事業実施「可」であっても、県全体の総事業量、優先順位等を考慮して実施箇所を決

定することから、事業実施要望箇所の全てについて事業着手するものではありません。 
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（様式 3） 
  年   月   日  

 
市町村長 
氏 名 様 

 
 

代表者 
 地区名 
氏 名        印 

 
 

事業実施要望書 

 
 

下記のとおり、〇〇地区急傾斜地崩壊対策事業の実施を要望します。 
 

記 
 
１ 地 区 名 〇〇地区 
 
２ 添付書類 ・同意書（様式４） 

※土砂災害警戒区域内の土地所有者、管理者、居住者等全て 
・事業実施予定範囲図（ゼンリン等に範囲を示したもの） 
・現地写真（全景、斜面状況、山裾状況、保全対象、被災状況） 
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（様式４） 
同 意 書 

 
 〇〇地区急傾斜地崩壊対策事業の実施に当たり、下記の項目について異議なく同意す
るとともに、現地調査、用地・物件の提供及び工事の実施について全面的に協力します。 
 
（法関係） 
１．所有者、管理者または居住者において対策工事を実施することが困難であることか

ら、法律の主旨に則り要望するものであること。 
２．急傾斜地崩壊危険区域として指定され、法律並びに条例により一定の行為の制限が

生じ、制限された行為を行う際には、鳥取県知事の許可を受けなければ行ってはな
らないこと。 

３．指定区域内の土地について、法の主旨を理解したうえで急傾斜地の崩壊による災害
が生じないよう所有者、管理者または居住者において保全・管理に努めること。 

 
（調査・工事関係） 
４．現地調査に係る土地の立ち入りに関すること。 
５．測量作業に係る土地の立ち入り及び支障となる樹木・草木の伐採に関すること。 
６．対策工法の選定については、鳥取県に一任し、効果的かつ経済的な工法を採用する

こと。 
７．排水施設の流末について、既存水路に接続すること。既存水路がない場合には、敷

地内に新たな排水施設を県が整備すること。ただし、以後の水路管理については自
ら行うこと。 

８．対策工事の実施に当たっては、騒音、振動、粉塵等が生じること。 
 
（用地・補償関係） 
９．用地境界の確定に当たり、関係地権者との調整を自ら責任をもって行うこと。 
１０．急傾斜地崩壊防止施設の設置に供する土地について、鳥取県に提供すること。 
１１．相続が発生している場合は、相続人との調整を自ら責任をもって行うこと。 
１２．抵当権が設定されている場合は、抵当権者の同意書又は抵当権の抹消を自ら責任

をもって行うこと。 
１３．対策工事の実施に当たり支障となる物件、立木等の移転について協力すること。 
１４．工事施工に必要な土地の使用（借地）について積極的に協力すること。 
１５．相当の理由なく保全対象となる住居を除去した場合は、整備費の一部負担や土地

の買戻しなどの県の指導に応じること。 
 
（その他） 
１６．事業実施途中に生じた新たな問題の解決について積極的に協力すること。 
１７．工事完成後の施設管理について、水路の清掃、施設周辺の除草等の日常の管理は

地元で行うこと。 
１８．指定区域の範囲を明示する標柱、標識の設置について協力すること。 
１９．土地の提供ができない場合、地元合意が得られない場合には、対策工事を中止す

る可能性があること。 
 

〇〇年〇月〇日    
鳥取県知事 様 
〇〇市町村長 様 

氏名              印  
住所 
電話番号               
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所有地地番 地目 相続の有無 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

※登記名義人または代表相続人が記載すること。 

※「所有地地番」には登記上の地番を記載すること。 
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（2）砂防関係事業の事業中止の手続きについて（R1.12.10） 

令和元年 12 月 10 日付第 201900232890 号 

各地方機関宛て治山砂防課長通知 

 

砂防関係事業の事業中止の手続きについて（通知） 

 

本県の土砂災害の危険性の高い箇所（要対策箇所）は 3,072 箇所ありますが、平成 30 年度

末時点の整備率は 26.6％に留まっています。  

このような中で、ソフト対策と連携して限られた予算の中でハード対策を着実に実施してい

くことが重要であり、より効率的、経済的な事業の実施が求められています。しかしながら、

事業実施中の事業の中には、長期間未着手となっている箇所もあり、平成 26 年度の会計検査

では、採択後に工事が 5 年以上未着手となっている事業の調査も実施されました。  

長期未着手の理由は様々ですが、限られた予算の中で、重点的に土砂災害対策を進めるた

め、長期間未着工となっている事業については、事業中止を検討し、地元関係者との調整が整

った段階で改めて事業を実施するべきですが、現状では事業中止に係る取り決めがない状況で

す。  

また、土砂災害対策の事業は、原則として地元の要望を受けて実施しており、事業中止に当

たっては地元理解、協力が不可欠となることから、別添のとおり事業休止の手続きを定めまし

たので、通知します。 

 

<別添> 

砂防関係事業の事業中止の取扱い 

第１ 目的 

この取扱いは、鳥取県が施行する国庫補助・交付金事業、県単独事業のうち治山砂防課所管

の砂防事業、急傾斜地崩壊対策事業、地すべり対策事業（以下「砂防関係事業」という。）の事

業中止の手続きに関して必要な事項を定めることにより、事業の効率的、経済的な執行を図る

ことを目的とする。 

 

第２ 定義 

この取扱いにおいて、各用語の定義は以下のとおりとする。 

（１）事業採択とは、国庫補助・交付金事業においては国の採択、県単独事業においては予

算措置をいう。 

（２）事業中止とは、用地難航、地権者との不調等により事業実施が困難となった場合に、

事業の実施を取りやめることをいう。 

（３）未着工とは、事業予定範囲の全部又は一部において、用地買収が未了で、対策工事に

着手していないものをいう。 

（４）継続中とは、事業予定範囲の全部又は一部において、対策工事が完了していないもの

をいう。 
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第３ 事業中止の対象事業 

事業中止の対象事業は、県が現に実施している砂防関係事業のうち、次の各号のいずれかに

該当するもの（公共事業評価実施要綱に基づく再評価を受けた事業を除く。）とする。 

（１）事業採択後 5 年を経過した後も未着工と判断される事業。 

（２）事業採択後 10 年を経過した後も継続中と判断される事業。ただし、用地買収が完了

し事業の継続に支障のない事業を除く。 

（３）前回の事業中止の検討後さらに 5 年を経過した事業。 

 

第４ 事業中止予定の照会 

各県土整備事務所長・県土整備局長（以下「事務所長等」という。）は、前項の規定に該当す

る事業中止を検討する対象事業について、毎年度 4 月末までに様式 1 により市町村長へ照会す

る。 

 

第５ 地元調整 

市町村長は、前項の規定による事業中止予定の事業について、事務所長等と連携して地元調

整を行う。地元地区代表者は、事業継続、中止について地元関係者の意向を確認した上、市町

村長へ報告する。 

 

第６ 県への事業中止、継続の回答 

市町村長は、地元報告を参考に事業中止、継続について、様式 2 により事務所長等へ回答す

る。 

 

第７ 事務所長等からの報告 

事務所長等は、市町村長、地元の意向を踏まえ、事業中止、継続について判断し、治山砂防

課へ報告する。 

 

第８ 事業中止、継続の決定 

治山砂防課は、事業中止、継続の最終判断を行い、事務所長等へ通知する。事務所長等は、

最終判断結果について、様式 3 により市町村長へ通知する。市町村長は、最終判断結果につい

て、地元地区へ報告する。 

 

第９ 事業中止後の対応 

市町村長は、事業中止となった場合には、ソフト対策の充実を図るため、地域防災計画へ避

難経路、避難場所、避難誘導体制等を位置づけるとともに、地元地区で避難訓練を実施するな

ど、土砂災害の防止に努めるものとする。また、事業再開のため、引き続き地権者等の理解を

得るよう、継続的に協議、調整を図るものとする。 

各事務所長等は、事業中止までに実施した業務成果、工事資料、協議、調整資料を適切に管

理するものとする。 
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5年未着工 

10年継続中 

附 則 

この取扱いは、令和元年 12 月 10 日から施行する。 

 
事業中止の判断・手続きフロー 

【事業中止の判断フロー】 

 

                           事業採択後5年を経過した後も未着 

手と判断される事業 

 

                            事業採択後10年を経過した後も継続

中と判断される事業 

  

  

事業採択 事業中止の判断 1 

事業中止の判断２ 

5年以内着工済 



15-12 

【事業中止の手続きフロー】 

 

①事務所等は取扱い第２に規定する事業中止を検

討する事業について市町村へ照会する。 

 

②市町村及び事務所等は、連携して地元調整を行 

う。 

 

③地元地区代表者は、地区関係者の意向を確認の 

上、事業中止、継続について市町村へ報告す 

る。 

 

④市町村は、地元報告を参考に事業中止、継続に 

ついて、事務所等へ回答する。 

 

⑤事務所等は、地元報告を参考に事業中止、継続 

 について、治山砂防課へ報告する。 

 

 

⑥治山砂防課は、事業中止、継続について最終 

判断を行い事務所等へ通知する。 

 

 

⑦事務所等は、最終判断結果について、市町村へ 

 通知する。 

 

⑧市町村は、最終判断結果について、地元に通知する 

とともに、警戒避難体制の整備等のソフト対策を実 

施する。 

 

①事業中止予定の照会（様式１） 

②地元調整 

③地元意向の報告（様式任意） 

④市町村意向の回答（様式２） 
 

 

⑤治山砂防課への報告（任意様式） 

⑦市町村への判断結果の通知（様式３） 

⑥事業中止、継続の決定（任意様式） 
 

 

⑧地元への判断結果の報告（様式任意） 
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（様式１） 
（ 番   号 ）  

  年   月   日  
 
市町村長 
氏 名 様 

 
 

 職 
氏 名       印 

 
 

砂防関係事業の事業中止予定箇所について（照会） 
 
 
日ごろ、本県の砂防関係事業の推進に御理解と御協力をいただき厚く御礼申し上げま

す。 
砂防関係事業については、土砂災害から住民の生命、財産を守り安全・安心のため、

地元要望に基づき事業を実施しているところです。事業の実施に当たり、地元関係者の

了解を得られるように○○市（町、村）とも協力して、地元調整、交渉を行ってきたと

ころです。 

しかし、下記事業について、長期にわたり対策工事に着手出来ない状況であり、これ

以上の進展が望めないため、本県としては事業中止もやむを得ないと考えていますので、

○○市（町、村）の意向について照会します。 

なお、事業中止に当たっての地元の意向確認について御協力いただきますようお願い

します。 

 
記 

 
１ 対象事業１ 

事業名  
所在地  

事業採択年度  
事業中止の要因  
※事業中止の要因は簡潔に記載する。 
 
２ 対象事業２ 

事業名  
所在地  

事業採択年度  
事業中止の要因  
※事業中止の要因は簡潔に記載する。 
 
 
 

（対象事業が多い場合には、表を追加すること。） 
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（様式２）事業中止の場合 
（ 番   号 ）  

  年   月   日  
 
 

職 氏 名 様 
 
 

市町村長 
氏 名       印 

 
 

砂防関係事業の事業中止予定箇所について（回答） 
 
 

令和〇年〇月〇日付第〇〇号で照会のあった〇〇事業について、事業の実施に当たり

関係地権者の了解を得られるように鳥取県とも協力して、地元調整、交渉を行ってきた

ところです。しかし、地元関係者との調整が難航し、再三にわたる調整でも理解が得ら

れないため、これ以上の進展は望めない状況です。 
つきましては、地元の意向も踏まえ、たいへん遺憾かつ残念ではありますが、事業中

止はやむを得ないものと判断します。 
なお、事業中止に伴う当地区の土砂災害防止対策については、市（町、村）及び地元

が協力し、警戒避難体制の充実を図り、土砂災害の防止に努めます。 
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（様式２）事業継続の場合 
（ 番   号 ）  

  年   月   日  
 
 

職 氏 名 様 
 
 

市町村長 
氏 名       印 

 
 

砂防関係事業の事業中止予定箇所について（回答） 
 
 

令和〇年〇月〇日付第〇〇号で照会のあった〇〇事業について、事業の実施に当たり

関係地権者の了解を得られるように鳥取県とも協力して、地元調整、交渉を行ってきた

ところです。地元関係者との調整が難航し、再三にわたる調整でも理解が得られません

でしたが、地元調整の見込みが立ちましたので、事業の継続をお願いします。 
引き続き、県と連携して土砂災害防止に努めますのでよろしくお願いします。 
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（様式３） 
（ 番   号 ）  

  年   月   日  
 
市町村長 
氏 名 様 

 
 

 職 
氏 名       印 

 
 

砂防関係事業の事業中止（継続）について（通知） 
 
 
令和〇年〇月〇日第〇〇号により回答のあったこのことについて、事業中止（継続）

することとしましたので、下記のとおり通知します。 
 

記 
 
１ 対象事業１ 

事業名  
所在地  

事業採択年度  
事業中止の要因  
※事業中止の要因は簡潔に記載する。 
 
２ 対象事業２ 

事業名  
所在地  

事業採択年度  
事業中止の要因  
※事業中止の要因は簡潔に記載する。 
 
 
 

（対象事業が多い場合には、表を追加すること。） 
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（参考） 

（ 番   号 ）  

  年   月   日  

 

治山砂防課長 様 

 

 

 職 

氏 名       印 

 

 

長期未着工事業の事業中止（継続）について（報告） 

 

 

令和〇年〇月〇日第〇〇号の取扱いに基づき、長期未着工となっている下記事業につ

いて、市（町、村）とも調整の上、中止（継続）することとしたいので報告します。 
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（様式３） 簡易施行版   
  
【宛先】治山砂防課長   様   
  
【発信者】〇〇県土整備事務所（局）（公印省略）   
  
【題名】 長期未着工事業の事業中止（継続）について（報告）   
  
【本文】   
  令和〇年〇月〇日第〇〇号の取扱いに基づき、長期未着工となっている下記事業につ 
いて、市（町）とも調整の上、中止（継続）することとしたいので報告します。   
  

記   
１   対象事業１   

事業名     
所在地     

事業採択年度     
事業中止の要因     
※ 事業中止の要因は簡潔に記載する。   
  
２   対象事業２   

事業名     
所在地     

事業採択年度     
事業継続の理由     
※ 事業継続の理由は、具体的な解決方法、見込みを記載する。   
  
  （担当）河川砂防課   ●●   電話   ０８５●－●●－●●●●   
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（参考） 

  年   月   日  

 

市町村長 

氏 名 様 

 

 

代表者 
 地区名 
氏 名        印 

 

 

長期未着工事業の事業中止（継続）について（報告） 

 

 

〇〇地区より要望していた〇〇事業について、土砂災害の防止のため事業を推進いた

だいているところです。事業実施に当たっては、地元総意として要望していたところで

すが、地元関係者との調整が難航し、再三にわたる調整でも理解が得られないため、こ

れ以上の進展は望めない状況です。 

つきましては、地元関係者で再度検討した結果、たいへん遺憾かつ残念ではあります

が、事業実施を断念せざるを得ないとの結論となりました。 

なお、引き続き地元関係者との調整を進めますので、調整が整った際には再度事業実

施いただきますとともに、事業中止に伴う当地区の土砂災害防止対策については、市（町

村）と協力し、警戒避難体制の充実を図り、土砂災害の防止に努めてまいります。 
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（3）急傾斜地崩壊対策事業における設計の留意事項について（R1.12.18） 

  
令和元年 12 月 18 日第 201900246523 号  

各地方機関宛て治山砂防課長通知 

 

急傾斜地崩壊対策事業における設計の留意事項について（通知） 

 

本県の実施する急傾斜地崩壊対策事業（以下、「事業」という。）では、事業成果として土砂

災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第

９条の規定に基づき指定された土砂災害特別警戒区域を解除（一部解除を含む。）することとし

ています。  

土砂災害特別警戒区域の指定は、基礎調査マニュアル（案）急傾斜地の崩壊編（平成 19 年

10 月 19 日付第 200700110036 号）（以下、「マニュアル」という。）に基づいて実施してお

り、事業で整備する対策施設により土砂災害特別警戒区域を解除するためには、３．３対策施

設の効果評価に該当する施設を整備する必要があります。  

しかしながら、経済性を重視した比較によりマニュアルに記載のない工法が安易に最適工法

として選定されている事例が散見されており、近年採用が増えている新工法の中には被災が頻

発している工法もあります。  

ついては、マニュアルに記載のない工法を採用する際には工法選定に留意するとともに、平

成 30 年 3 月 20 日付第 20170030642 号治山砂防課通知のとおり、業務委託の途中段階で治山

砂防課との協議を実施してください。 
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<土砂災害防止法基礎調査マニュアル（案） 急傾斜地の崩壊編>抜粋 
 

3.3 対策施設の効果評価 

3.3.1 評価の概要 
 

 著しい危害のおそれのある土地の区域設定に、既存対策施設の土砂災害を防止、軽

減するための効果を反映させるために、その効果の評価を行う。 

 評価は、机上・現地にて実施した対策施設の状況調査結果に基づいて、以下の内容

で実施する。 

(1) 原因地対策の効果の評価 

 急傾斜地を崩壊させない効果、急傾斜地の崩壊により生ずる土石等の量を減少さ

せる効果について評価する。 

(2) 待受け式対策施設の効果の評価 

 急傾斜地の崩壊により生ずる土石等を保全すべき地域に到達させない効果につ

いて評価する。 

【解 説】 

(1) 原因地対策の効果の評価 

 急傾斜地を崩壊させないと認められる、急傾斜地内に設置された対策施設について

効果があると評価する。 

① 対策施設が下端から上端の斜面全面に設置されている場合 

 急傾斜地を崩壊させない効果があると評価する。この場合、斜面下方の建築物に

力が作用しないと想定されるため、急傾斜地の下端に隣接する土地について著しい

危害のおそれのある土地は設定されない。 

② 対策施設が部分的に設置されており残斜面が存在する場合 

 残斜面の位置と高さにより、急傾斜地の崩壊により生ずる土石等の量を減少させ

る効果を評価する。 

 

(2) 待受け式対策施設の効果の評価 

 想定される崩壊した土砂の移動による力と待受け式擁壁のポケット部に土砂が堆積

した状態での堆積の力に対し安定すると判断される施設について効果があると評価す

る。 
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① ポケットの容量が想定される崩壊土砂量と同じまたは上回る場合 

 急傾斜地の崩壊により生ずる土石等を保全すべき地域に到達させない効果がある

と評価する。この場合、待受け式擁壁の外側に土砂は到達しないため、著しい危害

のおそれのある土地は、急傾斜地の下端に隣接する土地において待受け式対策施設

の外側には設定されない。 

 

② ポケット容量が想定される崩壊土砂量を下回る場合 

 急傾斜地の崩壊により生ずる土石等が保全すべき地域に到達する範囲を小さくす

る効果があると評価する。 

 この場合、待受け式対策施設のポケット容量を超える土砂量を対象とした著しい

危害のおそれのある土地が設定される。 

 

表 3.1 原因地対策の効果がある施設 

土 
留 

擁壁工 

石積・ブロック積擁壁工 
もたれコンクリート擁壁工 
重力式コンクリート擁壁工 
コンクリート枠擁壁工 

アンカー工 
グラウンドアンカー工及びロックボル

ト工 
杭工  
押さえ盛土工  
柵工 土留柵工 

の
り
面
保
護
施
設 

張工 
石張・ブロック張工 
コンクリート版張工 
コンクリート張工 

のり枠工 
プレキャスト枠工 
現場打コンクリート枠工 
現場打吹付枠工 

蛇かご工  
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（4）急傾斜地崩壊対策事業における衝撃力と崩壊土砂による堆積の力を考慮した擁壁の設計 

について（H20.9.24) 

 
平成 20 年 9 月 24 日付第 200800098744 号 

各地方機関宛て治山砂防課長通知 

 

急傾斜地崩壊対策事業における衝撃力と崩壊土砂による堆積の力を考慮した 

擁壁の設計について（通知） 

 

このことについて、別紙のとおり平成 20 年度に設計に着手する箇所（補助・単県事業共）

から適用してください。 

ただし、過年度に設計が完了しているものについて、適用する必要がある箇所については、

別途当課と協議してください。 

 

 

注）別紙は 8.6 待受式コンクリートの設計施工 8.6.3 に掲載。 
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（5）急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24） 

 
平成 23 年 3 月 24 日付第 201000198352 号 

各地方機関宛て治山砂防課長通知 

 

急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（通知） 

このことについて、別添のとおり断面表を作成したので、平成 23 年度から設計に着手 

する箇所（補助・単県事業共）から適用してください。 

なお、適用に当たっては下記のことに留意してください。 

また、別添写しのとおり社団法人鳥取県測量設計業協会にも送付しましたので御承知く 

ださい。 

記 

１．予備設計、詳細設計において待受擁壁を計画する場合、設計条件（斜面状況等）が同 

じであれば本断面表を適用することとし、一つでも条件が異なる場合は別途検討を行 

うこと。  

２．予備設計、詳細設計を発注する場合は標準設計を用いることとし、特記仕様書に下記 

を参考に記載すること。なお、本断面表が適用できない場合は請負者と協議を行い、 

適切に変更契約を行うこと。  

 

【記載例】 

待受擁壁の検討を行う場合は、「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表」を適用する

こと。  

設計条件が異なる等により適用できない場合は別途協議を行うこと。 

 

 

注）本通知の設計断面表は、「5-1 滑動に対する安定」において「道路土工-擁壁工指針

（H11.3）」に準拠して擁壁の底版幅（B）が用いられている。本指針「8.2.3 安定性の照

査（2）滑動に対する安定」では、現行の「道路土工-擁壁工指針（平成 24 年度版）」に準

拠して荷重の偏心を考慮した擁壁底版の有効載荷幅（B’）を使用することとなっているた

め、本通知の設計断面表の結果とは相違が生じる。よって、本通知は設計計算事例の参考

にとどめ、安定計算は本指針「8.2.3 安定性の照査」に基づいて実施すること。 
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15.2 事務連絡等 

（「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章の再掲） 
 

「砂防関係通知集」（H13.3）第 2 章砂防関係参考資料の「2. 申し合わせ事項（急傾斜事業

関係）」（p.228～236）は、「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章事務連絡

等（p.305～312）に掲載していたが、その後一部改定された事項を含め、今回の改定で第 14

章までの記述に反映させた。 

ここでは、経過措置としてその資料を再掲した。 
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No.1 吹付のり枠中詰工の選定基準 （H3.5.7 付 事務連絡） 
道路工事関係技術便覧 p.51 適用 （→「道路工事関係技術便覧（第六版）」第２章のり面

工を参照） 
No.2 吹付のり枠工のコンクリートの配合について （H3.5.7 付 事務連絡） 

枠材 「のり枠工の設計・施工指針」（全国特定法面保護協会）を使用 
枠内 「建設省標準歩掛」を使用  （→「国土交通省土木工事標準積算基準書」を使用） 

No.3 コンクリートの単価について （H3.5.7 付 事務連絡） 

 人力打設とクレーン打設の使い分けについては、歩掛の適用条件によるものとするが、

日打設量等を考慮のうえ、クレーン打設が望ましいものについてはクレーン打設とする。

一現場において、同一擁壁を打設高さにより人力とクレーン打設には区分けしない。 

No.4 資材運搬歩掛について （H3.5.7 付 事務連絡） 

 標準歩掛に掲載しているものについては標準歩掛によるものとするが、その他の運搬

機種等については他部局等の歩掛を参考としてもよい。 
・ 治山設計指針 治山技術指針（鳥取県造林課） ・治山必携（林野庁）等 
（モノレール、タワー、ケーブルクレーン） 

No.5 集水ボーリングの土質区分の判断基準 （H3.5.7 付 事務連絡） 

掘進時間の現地確認、スライム等の現地確認および写真確認によるものとする。 

No.6 もたれ擁壁等の掘削切土勾配について （H3.5.7 付 事務連絡） 
Q：労働安全衛生規則「掘削作業等における危険防止」により、掘削面の高さ及び勾配が

決められているが、従来のもたれ擁壁等はこれを満足していない事例がある。 
A：擁壁上部に切土工等を考慮し上記基準を満足する構造物を設置することを原則とする

が、地形上の制限によりこれにより難い場合は、特殊工法等の採用により個別対応と

する。 
No.7 重力式待受擁壁工の設計について （H4.3.2 付 発砂号外） 
・「重力式待受擁壁工の設計例 平成 3 年 6 月  崩壊土砂による衝撃力と崩壊土砂量を

考慮した、待受け擁壁の設計計算例 令和 5 年 3 月 全国地すべり・がけ崩れ対策協議会」

による。 

No.8 
地すべり対策工事及び急傾斜地崩壊対策工事の 
歩掛（案）等について 

（H12.11.13 付 発砂号外） 

・ 地すべり調査標準歩掛表（案）平成 2 年 3 月 全国地すべりがけ崩れ対策協議会 
・ 地すべり調査標準仕様書（案）平成 2 年 3 月 全国地すべりがけ崩れ対策協議会 
・ 地すべり対策、急傾斜地崩壊対策工事標準歩掛表（案）平成 2 年 3 月 全国地すべり

がけ崩れ対策協議会 
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No.9 コンクリート張工の構造について 1/4 （S62 中国ブロック統一） 
コンクリート張工 
1. 計画 
 コンクリート張工の目的は、斜面の風化、侵食および軽微なはく離崩壊等を防止す

ることにある。 
（1） コンクリート張工は、比較的急な岩質斜面における風化によるはく離、崩落を防

止するものである。 
（2） コンクリート張工は、その目的から言っても土圧に抵抗するものでないので設計

においても土圧は考慮されないので留意すること。 
（3） 湧水等のある箇所では、他の工法を検討すること。 
（4） コンクリート張工の上部への残斜面対策として待受擁壁を併設することが多い。 
（5） ここでの張工とは、1：0.8 より急な法面勾配で適用される擁壁タイプをさし、張

コン法面工は適用外である。 
 

2． 設計 
1．コンクリート厚は、20～80 ㎝の範囲で計画されるが、厚さの決定は、のり勾配、

のり高、地山の状態および最低気温等を考慮して決定すべきである。 
2．のり勾配は、1：0.5 より緩い勾配が標準であるが地山の状態が良い場合 1：0.3 ま

で計画してもよい。 
3． のり高の限度は 20ｍ程度である。ただし、多段に設置する場合は 15ｍ程度を限

度として計画すること。 
4． 応力計算を行うアースアンカー工法ではないが、地山と一体化するためアンカー

筋を設置する。アンカーの打ち込み深さは、コンクリート厚の 1.5～32 倍を標準

とし、アンカー筋はモルタル注入で地山に固定する。 
5． 純鉄筋構造物ではないが応力の配分等補強を目的として配筋を行う。なお、コン

ク リ ー ト の 設 計 基 準 強 度 は 2
28 /160 cmkg=σ と す る （ H11.10.1 よ り

2
28 /180 cmkg=σ （現規格 18N/mm2）とする）。 

6． 張コンクリートの上部に待受擁壁を計画する場合、鉄筋により一体化する。 
7.  基礎部は確実に堅地盤に根入れすること。 
（1）コンクリート厚 
  待受擁壁タイプの張コンクリートの場合、コンクリート厚 50 ㎝を標準とする。 
（2）のり勾配 
  のり勾配は、背面地形地質で決定されるが 1：0.4 より急で待受擁壁を併設して計画

する場合は、安定計画のうえ、アースアンカー等を検討のこと。また、1：0.8 より緩く

なる場合は法枠工等で計画し緑化をはかること。 
（3）のり高 
  のり高が 10m を越える場合、特に岩質に留意し、必要に応じて地質調査のうえ、ア

ースアンカー等との併用を検討すること。 
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No.9 コンクリート張工の構造について 2/4 （S62 中国ブロック統一） 
（4）アンカー筋 
 アンカー筋は異形棒鋼φ22 ㎜、打ち込み深さ 1.0m を 1 本/1～2 ㎡を標準とする。 
 【参考】 
   張コンクリートでのアンカー筋は、応力計算を行うアンカー筋ではなく、地山と一

体化することが目的である。すなわち接面のずれからの風化を防止するものである。 

参考として異形棒鋼のせん断耐力からアンカーピッチを検討すると下表のようにな

る。 
アンカー間隔 1 本/㎡ 

 
 As：鉄筋断面積  τsa（許容せん断応力度）＝800kg/㎠とする。 

 ≥
W
S

アンカー間隔 

 また、引張耐力からアンカー長（l）を検討すると 
 D22 ㎜の場合   引張耐力  T＝As・σsa＝6,080kg 
                 （σsa＝1,600kg/㎠） 
 鉄筋とモルタルとの付着応力度τoa＝14kg/㎠とすると 
  llcmoaUTo ×=××=×= 74.961491.6τ （kg） 
 モルタルと軟岩の付着応力度τoa’＝10kg/㎠、削孔径を 35 ㎜とすると 
  '11010'0.11'' llcmoaUTo ×=××=×= τ （kg） 
  To＝T から   l＝63 ㎝ 
  To’＝T から   l’＝55 ㎝ 
 よって、70 ㎝程度が最少となる。 
 
 
 

張コンクリー

ト厚 

（㎝） 

張コンクリー

ト重量 

（t/㎡） 

鉄筋径とアンカー間隔 

備考 
D16 D19 D22 

t=30 W=0.71 1.5 2.0 3.0 
D16 

S＝As・Tsa＝1.608 

t=50 W=1.18 1.0 1.5 2.0 
D19 

As＝2.272 

t=80 W=1.88 ― 1.0 1.5 
D22 

As＝3.040 
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No.9 コンクリート張工の構造について 3/4 （S62 中国ブロック統一） 
 
（5）配筋 
  下記を標準として配筋を行うものとする。 
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No.9 コンクリート張工の構造について 4/4 （S62 中国ブロック統一） 

【参考】 
1． 主鉄筋の間隔は、コンクリート標準示方書のスラブとしての最大鉄筋間隔を準用

し 40 ㎝と決定する。 
2． 落石については、急傾斜事業では直接対処するのが原則である。 なお予期せぬ

落石、および小規模の落石に対して待受頭部にストーンガードを設けるのが通常

である。また、頭部の検討は、鋼材の降伏応力度（変形する値）をもっておこな

うこと。 
H－150×150×7×10－2.350m 
左図のような標準タイプで検討すると、Z＝219 ㎤であることか

ら、この鋼材の降伏点応力度の時のモーメント Mr は
Z

Mr
=σ  

Mr＝2,400×219＝525,600kg・㎝ 
これをアーム長 1.925m で割って P を求める。 

 tkgP 73.2730,2
5.192

600,525
=== となる。 

 
コンクリート応力度の検討 

（1）圧縮応力度の検討 
   Q（せん断力）＝2.73t   M＝P・h＝5.25t・m 

   

（短期）　　 5.1/53/9.26/2.31

1.2914.2
062,18

1025.5
275,1
730,2

275,18515

062,18
6
8515

6

222

5

3

3
22

×<−=

±=
×

±=±=

=×==

=
×

==

cmkgcmkgorcmkg
Z
M

A
Qc

cmbdA

cmbdZ

σ
 

 
（2）せん断応力度の検討 

         

（短期）＝ 5.1/7/65.0
857.242

730,2
2

22 ×<=
××

=
××

cmkgcmkg
dC

Qτ  
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No.10 急傾斜地崩壊対策事業 認可図面の作成ポイント  
 
1．起終点のチェック 
・ 保全対象人家より山側に 30°広がる位置まで構造物が計画されているか。 
・ 指定地範囲内で計画構造物が収まっているか。 
 
2．施工順位の優先度 
 ①進入路による順位 ②効果による順位 ③上下関係による順位 
 
3．構造物のラップ 

 
 
4．平面図 
・ 保全人家の戸数が数えられているか（継続指定して行う場合には、2 枚以上になって

も可）。 
・ 公共関連であれば、対象物の名称を記入（例：一級町道○○等）。 
 
5．横断図 
・ 横断の方向は等高線に直角か。 
・ 補助（30°、10m）、単県（30°、5m）が記入されているか。 
・ 公共関連であれば、その関連となる公共施設が記入されているか。 
・ 長大斜面であれば 30m 以上まで記入されているか。 
 
6．対策工の順位 
①法枠工（危険箇所の除去） 
②待受擁壁 
③もたれ擁壁、張コン擁壁 
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No.11 待受擁壁の構造  
 
 No.7「重力式待受擁壁工の設計について」（H4.3.2）による。 
 
 落石防護柵については「落石対策便覧」によって設計する。バウンドを考慮すると 2m
以上となる場合もある。 
 擁壁の高さは崩壊土量を算出して決定することを原則とする。ただし、崩壊土量の算出

が困難な場合には次の擁壁高を使用してもよい。 
 
■擁壁高 3m： 

①対象斜面高が低く、擁壁と斜面の間にポケットの容量が確保できる場合。 
■擁壁高 4m： 

①対象斜面高が低く、擁壁と斜面の間にポケットの容量が確保できない場合。 
②対象斜面高が高く、擁壁と斜面の間にポケットの容量が確保できる場合。 

■擁壁高 5m： 
①対象斜面高が高く、擁壁と斜面の間にポケットの容量が確保できない場合。 
②対象斜面高が非常に高い場合。 

 
No.12 もたれ擁壁上部の構造  
 
 
 
 
 
                        原則として 1m のポケットを確保 
                          （張コン上部等も準ずる） 
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No.13 
法枠工下部の標準的な構造について（中詰めが植生工等の場合） （H24.9.5 一

部改定） 
 
1．斜面上部が 0°～20°の場合 
・防護柵の防護対象が中詰めのみの場合には、原則として防護柵は設置しない。ただし、

環境条件・地質条件等から枠内等からの崩壊を特に考慮する必要がある場合等はこの

限りではない。また、斜面上部に転石が存在し、落石が危惧される場合には落石対策便

覧によって適切に設計を行うこと。 
 

 
2．斜面上部が 20°～30°の場合 
・ 上部が 20°～30°の場合は斜面として考えポケットを 1m 確保し、また防護柵は最

低を H＝1.50m と考え、落石対策便覧によって適切に設計を行うこと。 
・ 埋戻しは原則として良質土とする。 
・ 法枠と基礎の間は吹付時の作業性（ノズルの角度）、維持管理（崩落土の排土）、点検、

排水等を考慮して決定すること。 
・ ポケットの底幅、厚さについては現場の状況において決定すること。 

 

 


